
   京都市客引き行為等の禁止等に関する指導等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例（以下「条例」という。）

及び京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則（以下「規則」という。）の規

定による指導等に関し、京都市行政手続条例（以下「手続条例」という。）及び地方自

治法の趣旨に基づき、指導等の基準を定めるとともに、指導等の手続その他の必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、条例及び規則において使用する用語の

例による。 

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 指導 条例第１０条第１項の規定による指導をいう。 

 ⑵ 勧告 条例第１０条第２項の規定による勧告をいう。 

 ⑶ 命令 条例第１１条の規定による命令をいう。 

 ⑷ 公表 条例第１８条の規定による公表をいう。 

 ⑸ １号過料 条例第２１条第１号の規定による過料をいう。 

（指導の基準及び手続） 

第３条 客引き行為等を行った者に対する指導は、客引き行為等禁止区域において客引き

行為等を行っていることを現認した場合に行う。 

２ 客引き行為等を行わせた者に対する指導は、報告の徴収又は立入調査等により客引き

行為等禁止区域において客引き行為等を行わせたことが確認できた場合に行う。 

３ 指導は、口頭又は文書により行う。 

４ 文書による指導は、指導書（第１号様式）を作成し、交付することにより行う。 

５ 指導員が現場等で文書による指導を行う場合は、前項の指導書を複写式とすることに

より、指導書交付控（第２号様式）を同時に作成し、当該指導書交付控には、指導の対

象となる者に署名を求めるとともに、必要な事項を記録するものとする。 

（勧告の基準及び手続） 

第４条 客引き行為等を行った者に対する勧告は、前条第１項及び第４項の規定により文

書による指導を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行っている



ことを現認した場合に行う。 

２ 客引き行為等を行わせた者に対する勧告は、前条第２項及び第４項の規定により文書

による指導を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行わせたこと

が確認できた場合に行う。 

３ 勧告は、勧告書（第３号様式）を作成し、交付することにより行う。 

４ 指導員が現場等で勧告を行う場合は、前項の勧告書を複写式とすることにより、勧告

書交付控（第４号様式）を同時に作成し、当該勧告書交付控には、勧告の対象となる者

に署名を求めるとともに、必要な事項を記録するものとする。 

（命令の基準及び手続） 

第５条 客引き行為等を行った者に対する命令は、前条第１項及び第３項の規定により勧

告を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行っていることを現認

した場合に行う。 

２ 客引き行為等を行わせた者に対する命令は、前条第２項及び第３項の規定により勧告

を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行わせたことが確認でき

た場合に行う。 

３ 命令しようとする場合には、弁明通知書（第５号様式）を作成し、命令の対象となる

者に交付することにより、その旨を通知するとともに、手続条例第１４条第１項第２号

の規定に基づき弁明の機会を付与する。 

４ 指導員が現場等で命令する旨を通知し、及び弁明の機会を付与しようとする場合は、

前項の弁明通知書を複写式とすることにより、弁明通知書交付控（第６号様式）を同時

に作成し、当該弁明通知書交付控に必要な事項を記録するものとする。 

５ 弁明の機会を付与したときは、命令の対象となる者の用に供するため、弁明書（第７

号様式）を交付する。ただし、この項で定める弁明書以外の様式による弁明書の提出を

妨げるものではない。 

６ 命令は、命令書（第８号様式）を作成し、交付することにより行う。 

７ 指導員が現場等で命令する場合は、前項の命令書を複写式とすることにより、命令書

交付控（第９号様式）を同時に作成し、当該命令書交付控に必要な事項を記録するもの

とする。 

（関係警察署長に対する協力依頼） 

第６条 条例第１２条の規定による情報の提供その他必要な協力の依頼については、協力

要請書（第１０号様式）により行うものとする。 



（立入調査等） 

第７条 条例第１７条の規定による立入調査の通知については、立入調査通知書（第１１

号様式）又は口頭により行うものとする。 

２ 立入調査の従事者、日時、相手先、経過、結果等については、立入調査等結果報告書

（第１２号様式）によりとりまとめるものとする。 

（公表の基準及び手続） 

第８条 公表は、客引き行為等を行い、又は行わせた者が条例第１８条第１項各号列記以

外の部分又は第２項各号列記以外の部分に定める要件を満たす場合に行う。 

２ 公表しようとする場合には、公表の対象となる者に対し、公表通知書（第１３号様式）

を交付することにより、その旨を通知するとともに、意見を述べる機会を与えるものと

する。ただし、公表の対象となる者の所在が判明しない場合など、やむを得ない場合に

あっては、この限りでない。 

３ 公表の対象となる者から意見書が提出された場合において、当該意見書の内容に斟酌

すべき事情等があるときは、公表しないことができる。 

４ 前項の意見書の内容に斟酌すべき事情等がある場合において、必要な調査等を経たう

えで斟酌すべき事情等が認められないと判断するときは、第２項に規定する手続を省略

し、公表を行う。 

５ 公表の方法は、次の各号に掲げる方法のうち、必要なものを実施する。 

 ⑴ 公告 

 ⑵ ホームページ（京都市情報館）等への掲載 

 ⑶ 記者クラブへの情報提供 

（土地等への所有者等への通知） 

第９条 条例第１９条の規定による土地等への所有者等への通知については、所有者等通

知書（第１４号様式）により行うものとする。 

（過料処分の基準及び手続） 

第１０条 客引き行為等を行った者に対する１号過料は、第５条第１項及び第６項の規定

により命令を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行っているこ

とを現認した場合に処するものとする。 

２ 客引き行為等を行わせた者に対する１号過料は、第５条第２項及び第６項の規定によ

り命令を受けた者が、客引き行為等禁止区域において客引き行為等を行わせたことが確

認できた場合に処するものとする。 



３ 過料に処そうとする場合には、告知書（第１５号様式）を作成し、過料の対象となる

者に交付することにより、地方自治法第２５５条の３第１項の規定に基づきその旨を告

知するとともに、弁明の機会を付与する。 

４ 指導員が現場等で処分することを告知し、及び弁明の機会を付与する場合は、前項の

告知書を複写式とすることにより、告知書交付控（第１６号様式）を同時に作成し、当

該告知書交付控に必要な事項を記録するものとする。 

５ 弁明の機会を付与したときは、過料の対象となる者の用に供するため、弁明書（第１

７号様式）を交付する。ただし、この項で定める弁明書以外の様式による弁明書の提出

を妨げるものではない。 

６ 過料の処分は、過料処分決定通知書（第１８号様式）を作成し、交付することにより

行う。 

７ 指導員が現場等で過料の処分を行う場合は、前項の過料処分決定通知書を複写式とす

ることにより、過料処分決定通知書交付控（第１９号様式）を同時に作成し、当該過料

処分決定通知書交付控に必要な事項を記録するものとする。 

（補則） 

第９条 この要綱の実施に関し必要な事項は、文化市民部長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年９月１日から実施する。 

   附 則（令和２年３月３１日） 

 この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

 



第１号様式（第３条第４項関係） 
号 

年   月   日 
指 導 書  

違反日時         年   月   日   時   分頃 

違反場所 京都市 

違 反 者 

氏     名 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 
 

住     所 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 
 

生 年 月 日 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反行為 

に 係 る 

店舗等の 

名 称 等 

店 舗 等 の 名 称 
 
 

所  在  地 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反の事実 

京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第８条に規定する客引き行為等禁止区域に 

おいて、 

 □ 客引き行為 

 □ 客待ち行為 

 □ 勧誘行為 

 □ 勧誘待ち行為 

を 
□ 行った。 

□ 行わせた。 

補        記 

 
 
 
 
 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したため、同条例第

１０条第１項の規定に基づき、以下のとおり指導します。 
 

指導の内容 上記違反の事実に記載の行為を中止し、今後、同様の行為を行わないこと。 

京都市客引き行為等対策指導員                 ○印 
 

留 意 事 項 

１ この指導に従わず、あなたが客引き行為等禁止区域において再び上記違反事実と同様の違反行為を行った場合は、京
都市客引き行為等の禁止等に関する条例第１０条第２項の規定による勧告の対象になります。 

２ １の勧告に従わず、さらに同様の違反を繰り返した場合は、同条例第１１条の規定による命令の対象になります。 
３ ２の命令を受けた日から５日を経過した日以降に当該命令に違反した場合は、同条例第１８条第１項の規定による公
表及び第２１条第１号の規定による過料の対象になります。 

４ あなたが雇用を受け、業務としてこの違反行為を行った場合は、この指導を受けたことについて、必ず雇用者に知ら
せてください。 

備考 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を行

う場合は、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とする。 



第２号様式（第３条第５項関係） 
号 

年   月   日 
指 導 書 交 付 控  

違反日時         年   月   日   時   分頃 

違反場所 京都市 

違 反 者 

氏     名 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 
 

住     所 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 
 

生 年 月 日 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反行為 

に 係 る 

店舗等の 

名 称 等 

店 舗 等 の 名 称 
 
 

所  在  地 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反の事実 

京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第８条に規定する客引き行為等禁止区域に 

おいて、 

 □ 客引き行為 

 □ 客待ち行為 

 □ 勧誘行為 

 □ 勧誘待ち行為 

を 
□ 行った。 

□ 行わせた。 

補        記 

 
 
 
 
 

 

私は、上記のとおり、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したこと

について、指導を受けました。 

違反事実に相違ないことを認め、今後は、同条例に違反する行為を行いません。 
 

違反者氏名 

 

 

 
 
 

 
(備考) 



第３号様式（第４条第３項関係） 
号 

年   月   日 
勧 告 書  

違反日時         年   月   日   時   分頃 

違反場所 京都市 

違 反 者 

氏     名 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 
 

住     所 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 
 

生 年 月 日 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反行為 

に 係 る 

店舗等の 

名 称 等 

店 舗 等 の 名 称 
 

 

所  在  地 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反の事実 

京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第８条に規定する客引き行為等禁止区域に 

おいて、 

□ 客引き行為 

□ 客待ち行為 

□ 勧誘行為 

□ 勧誘待ち行為 

を 
□ 行った 

□ 行わせた 

補 記 

 
 
 
 
 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことについて、 

年  月  日付け       号の指導書により指導したにもかかわらず、同様

の違反行為を行ったため、同条例第１０条第２項の規定に基づき、以下のとおり勧告します。 
 

勧告事項 上記違反の事実に記載の行為を中止し、今後、同様の行為を行わないこと。 

京都市客引き行為等対策指導員                 ○印 

 
留 意 事 項 

１ この勧告に従わず、あなたが客引き行為等禁止区域において再び上記違反事実と同様の違反行為を行った場合は、京都
市客引き行為等の禁止等に関する条例第１１条の規定による命令の対象になります。 

２ １の命令を受けた日から５日を経過した日以降に当該命令に違反した場合は、同条例第１８条第１項の規定による公表
及び第２１条第１号の規定による過料の対象になります。 

３ あなたが雇用を受け、業務としてこの違反行為を行った場合は、この勧告を受けたことについて、必ず雇用者に知らせ
てください。 

備考 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を行

う場合は、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とする。 



第４号様式（第４条第４項関係） 
号 

年   月   日 
勧 告 書 交 付 控  

違反日時         年   月   日   時   分頃 

違反場所 京都市 

違 反 者 

氏     名 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 
 

住     所 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 
 

生 年 月 日 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反行為 

に 係 る 

店舗等の 

名 称 等 

店 舗 等 の 名 称 
 

 

所  在  地 
 
 

連  絡  先 
電 話 番 号 

      －       － 

違反の事実 

京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第８条に規定する客引き行為等禁止区域に 

おいて、 

□ 客引き行為 

□ 客待ち行為 

□ 勧誘行為 

□ 勧誘待ち行為 

を 
□ 行った 

□ 行わせた 

補 記 

 
 
 
 
 

 

私は、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことについて、 

年  月  日付け       号の指導書により指導したにもかかわらず、上記

のとおり同様の違反行為を行ったことについて、勧告を受けました。 

違反事実に相違ないことを認め、今後は、同条例に違反する行為を行いません。 
 

違反者署名 

 

 

 

 

（備考） 



第５号様式（第５条第３項関係） 

弁 明 通 知 書 
 番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話    －    － 

通知の年月日      年   月   日 

 

 あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことに

関し、同条例第１０条第２項の規定に基づく    年  月  日付け     

    号の勧告書による勧告に違反して、客引き行為等禁止区域において、 

 □ 客引き行為 

 □ 客待ち行為 

 □ 勧誘行為 

 □ 勧誘待ち行為 

を 
□ 行った 

□ 行わせた 
ので、同条例第１１条の規定により、 

今後、客引き行為等禁止区域において同様の行為を 
□ 行って 

□ 行わせて 
はならない 

ことを命令することになります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市 

違反行為の態様 

（原因となる事実） 

 

 

 この処分に先立ち、京都市行政手続条例第１４条第１項第２号の規定により、次のと

おり弁明の機会を付与します。 

弁 明 の 方 法  弁明を記載した書面の提出 

提 出 先  

提 出 期 限        年   月   日 

注１ 該当する□には、レ印がしてあります。 

 ２ あなたに代わって、弁明の手続に関する一切の行為を行うことができる代理人を選任することが

できます。この場合は、委任状の写しを提出してください。また、代理人がその資格を失った場

合も、その旨を書面で届け出てください。 

 ３ 期限までに弁明書の提出がない場合は、弁明の機会を失います。 

備考 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を行

う場合、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とする。 



第６号様式（第５条第４項関係） 

弁 明 通 知 書 交 付 控 
 番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話    －    － 

通知の年月日      年   月   日 

 

 あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことに 

関し、同条例第１０条第２項の規定に基づく    年  月  日付け     

号の勧告書による勧告に違反して、客引き行為等禁止区域において 

□客引き行為 

□客待ち行為 

□勧誘行為 

□勧誘待ち行為 

 

を 

 

□行った 

□行わせた 
ので、同条例第１１条の規定により、 

今後、客引き行為等禁止区域において同様の行為を 
□行って 

□行わせて 
はならない 

ことを命令することになります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市    

違反行為の態様 

（原因となる事実） 

 

 

 この処分に先立ち、京都市行政手続条例第１４条第１項第２号の規定により、次のと

おり弁明の機会を付与します。 

弁 明 の 方 法  弁明を記載した書面の提出 

提 出 先  

提 出 期 限        年   月   日 

注 該当する□には、レ印がしてあります。 

（備考） 



第７号様式（第５条第５項関係） 

                年   月   日 

弁 明 書 

命令番号（            号） 

（提出先）京都市長 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

連絡先 （     ）－     － 

 

年  月  日付け第   号で告知された事項について、京都市行政手続

条例第１４条第１項第２号の規定により、次のとおり弁明書を提出します。 

弁 明 の 方 法 弁明を記載した書面の提出 

弁 明 の 内 容 

□ 弁明することはありません。 

□ 次のとおり弁明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 弁明書と併せて、証拠書類又は証拠物を提出することができますので、弁明書の提出期限までに提

出してください。 



第８号様式（第５条第６項関係） 

命 令 書 
 命令番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話    －    － 

通知の年月日      年   月   日 

 

 あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことに 

関し、同条例第１０条第２項の規定に基づく    年  月  日付け     

    号の勧告書による勧告に従わず、客引き行為等禁止区域において、 

□ 客引き行為 

□ 客待ち行為 

□ 勧誘行為 

□ 勧誘待ち行為 

 を 
□ 行った 

□ 行わせた 
ので、同条例第１１条の規定に基づき、 

今後、客引き行為等禁止区域において同様の行為を 
□ 行って 

□ 行わせて 
はならない 

ことを命令します。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市 

違反行為の態様 
 

 

注 該当する□には、レ印がしてあります。 

注 この命令を受けた日から５日を経過した日以降に当該命令に違反した場合は、京都市客引き行為

等の禁止等に関する条例第１８条第１項の規定による公表及び第２１条第１号の規定による過料

の対象になります。 

備考１ この通知書の記載事項に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とす

べき者、出訴期間等を記載すること。 

  ２ 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を

行う場合は、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とす

る。 



第９号様式（第５条第７項関係） 

命 令 書 交 付 控 
 命令番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話    －    － 

通知の年月日      年   月   日 

 

 あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第９条の規定に違反したことに 

関し、同条例第１０条第２項の規定に基づく    年  月  日付け     

    号の勧告書による勧告に従わず、客引き行為等禁止区域において、 

□ 客引き行為 

□ 客待ち行為 

□ 勧誘行為 

□ 勧誘待ち行為 

 を 
□ 行った 

□ 行わせた 
ので、同条例第１１条の規定に基づき、 

今後、客引き行為等禁止区域において同様の行為を 
□ 行って 

□ 行わせて 
はならない 

ことを命令します。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市 

違反行為の態様 
 

 

注 該当する□には、レ印がしてあります。 

 

（備考） 

 

 



第１０号様式（第６条関係） 

号  

年   月   日  

協力要請書 

警察署長  京都市長            印 

 

 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第１２条の規定に基づき、次のとおり協力

を要請します。 

協力を必要とする

日 時 ・ 期 間 等 

年  月  日    時  分から 

年  月  日    時  分まで 

協 力 要 請 内 容  

協力を必要とする

理 由 
 

 



第１１号様式（第７条第１項関係） 

 

立入調査通知書 
 

番号          号 

 

                様 

 

 

  京都市長            印 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

  電話     －    － 

 

通知の年月日       年   月   日 

 

 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例第１７条第１項の規定に基づき、次のとお

り立入調査を実施します。 

 なお、正当な理由がなくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは又は質

問に対して陳述せず、若しくは同項の規定による質問を受けた者が、正当な理由がなく

て陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をしたときは、同条例第１８条２項に規定する公表

及び第２１条第３号に規定する過料の対象となります。 

実施する店舗等の

名称及び所在地 

（名称） 

 

 

（所在地） 

 

 

 

 

実 施 日 時 

 

 

      年   月   日（  ）   時  分頃 

 

 

 

 

連  絡  先 

 

 

 

 

 

 



第１２号様式（第７条第２項関係） 

年  月  日 

立入調査結果報告書 
 

 

従 事 者 

 

 

日  時 
    年  月  日 

    時  分  から  時  分まで 

店舗等の名称 

及び所在地 

（名称） 

 

 

（所在地） 

 

 

連 絡 先 
 

 

 

立 会 人 

 

住 所   

氏 名             （役職等          ） 

連絡先   

 

 

 

経   過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結   果 

 

 

 

 

 

 

 



第１３号様式（第８条関係） 

号  

年   月   日  

公表通知書 

様  京都市長            印 

 

 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 
□ 第１８条第１項 

□ 第１８条第２項
に基づき、次のとお

り公表します。 

 この公表について、同条第３項の規定に基づき、意見を述べる機会を与えますので、

意見書により意見を提出してください（意見書の様式は任意です。）。 

公 表 す る 事 項  

公 表 予 定 日  

公 表 の 原 因 

と な る 事 実 

 

 

 

 

 

 

意見書の提出先  

意見書の提出期限 年   月   日 



第１４号様式（第９条関係） 

号 

年  月  日 

所有者等通知書 

様  京都市長            印 

 

 あなたが（所有・管理）している次の（土地・建物）を、店舗等の場所として使用している次の

者が、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 

 □ 第１１条に規定する命令に違反したため、同条例第１８条第１項の規定に基づき、 

 □ 第１６条の規定による報告の求めを受けたにもかかわらず、正当な理由がなくて報告をせず、

又は虚偽の報告をしたため、同条例第１８条第２項の規定に基づき、 

 □ 第１７条第１項の規定による立入調査又はその求めを受けたにもかかわらず、正当な理由が

なくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問を受けたにもかか

わらず、正当な理由がなくて陳述せず、若しくは虚偽の陳述をしたため、同条例第１８条第２

項の規定に基づき、 

その氏名等を    年  月  日付けで公表しました。 

 ついては、同条例第１９条の規定に基づき、（土地・建物）の（所有者・管理者）に対し、公表さ

れた内容等について通知します。 

公表された者又は公表

された店舗 

 

公表された者の事務所

又は公表された店舗等

が所在する土地又は建

物の名称及び所在地 

（名称） 

 

 

（所在地） 

 

 

公表された事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 絡 先 
 

 



第１５号様式（第１０条第３項関係） 

告 知 書 
 番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話   －    － 

告知の年月日      年   月   日 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 

□ 第９条の規定に違反したことに関し、同条例第１１条の規定に基づく    年  月   

日付け   号の命令書による命令に違反したため、同条例第２１条第１号の規定により、 

□ 第１６条の規定による報告の求めを受けたにもかかわらず、正当な理由がなくて報告をせ 

ず、又は虚偽の報告をしたため、同条例第２１条第２号の規定により、 

□ 第１７条第１項の規定による立入調査又はその求めを受けたにもかかわらず、正当な理由が

なくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問を受けたにもかか

わらず、正当な理由がなくて陳述せず、若しくは虚偽の陳述をしたため、同条例第２１条第３

号に規定により、 

金       円の過料に処せられることとなります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市 

違反行為の態様 
 

 

 この処分に先立ち、地方自治法第２５５条の３第１項の規定により、次のとおり弁明

の機会を付与します。 

弁 明 の 方 法  弁明を記載した書面の提出 

提 出 先  

提 出 期 限        年   月   日 

 注１ 該当する□には、レ印がしてあります。 

  ２ あなたに代わって、弁明の手続に関する一切の行為を行うことができる代理人を選任することが

できます。この場合は、委任状の写しを提出してください。また、代理人がその資格を失った場合

も、その旨を書面で届け出てください。 

  ３ 期限までに弁明書の提出がない場合は、弁明の機会を失います。 

備考 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を行

う場合は、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とする。 



第１６号様式（第１０条第４項関係） 

告 知 書 交 付 控 
 番号 号 

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話   －    － 

告知の年月日      年   月   日 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 

□ 第９条の規定に違反したことに関し、同条例第１１条の規定に基づく    年  月   

日付け   号の命令書による命令に違反したため、同条例第２１条第１号の規定により、 

□ 第１６条の規定による報告の求めを受けたにもかかわらず、正当な理由がなくて報告をせ 

ず、又は虚偽の報告をしたため、同条例第２１条第２号の規定により、 

□ 第１７条第１項の規定による立入調査又はその求めを受けたにもかかわらず、正当な理由が

なくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質問を受けたにもかか

わらず、正当な理由がなくて陳述せず、若しくは虚偽の陳述をしたため、同条例第２１条第３

号に規定により、 

金       円の過料に処せられることとなります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 京都市 

違反行為の態様 
 

 

 この処分に先立ち、地方自治法第２５５条の３第１項の規定により、次のとおり弁明

の機会を付与します。 

弁 明 の 方 法  弁明を記載した書面の提出 

提 出 先  

提 出 期 限        年   月   日 

 注 該当する□には、レ印がしてあります。 

 

（備考） 



第１７号様式（第１０条第５項関係） 

               年   月   日 

弁 明 書 

過料処分番号（            号） 

（提出先）京都市長 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

連絡先 （     ）－     － 

 

年  月  日付け第  号で告知された事項について、地方自治法第２５

５条の３第１項の規定により、次のとおり弁明書を提出します。 

弁 明 の 方 法 弁明を記載した書面の提出 

弁 明 の 内 容 

□ 弁明することはありません。 

□ 次のとおり弁明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 弁明書と併せて、証拠書類又は証拠物を提出することができますので、弁明書の提出期限までに提

出してください。 



第１８号様式（第１０条第６項関係） 

過料処分決定通知書 
 過料処分番号  

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話   －    － 

通知の年月日     年   月   日 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 

□ 第９条の規定に違反したことに関し、同条例第１１条の規定に基づく    

年  月    日付け   号の命令書による命令に違反したため、同条 

例第２１条第１号の規定により、 

□ 第１６条の規定による報告の求めを受けたにもかかわらず、正当な理由がなく 

て報告をせず、又は虚偽の報告をしたため、同条例第２１条第２号の規定により、 

□ 第１７条第１項の規定による立入調査又はその求めを受けたにもかかわらず、 

正当な理由がなくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定に 

よる質問を受けたにもかかわらず、正当な理由がなくて陳述せず、若しくは虚偽 

の陳述をしたため、同条例第２１条第３号に規定により、 

金       円の過料に処せられることとなります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 
京都市 

 

違反行為の態様 
 

 

 注 該当する□には、レ印がしてあります。 

備考１ この通知書の記載事項に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とす

べき者、出訴期間等を記載すること。 

  ２ 京都市客引き行為等の禁止等に関する条例施行規則第３条第２項の規定により市長が自ら事務を

行う場合は、この様式中「京都市客引き行為等対策指導員 ㊞」とあるのは、「京都市長 印」とす

る。 

 



第１９号様式（第１０条第７項関係） 

過料処分決定通知書交付控 
 過料処分番号  

様  
京都市客引き行為等対策指導員 

                   ㊞ 

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

 

電話   －    － 

通知の年月日     年   月   日 

 

あなたは、京都市客引き行為等の禁止等に関する条例 

□ 第９条の規定に違反したことに関し、同条例第１１条の規定に基づく    

年  月    日付け   号の命令書による命令に違反したため、同条 

例第２１条第１号の規定により、 

□ 第１６条の規定による報告の求めを受けたにもかかわらず、正当な理由がなく 

て報告をせず、又は虚偽の報告をしたため、同条例第２１条第２号の規定により、 

□ 第１７条第１項の規定による立入調査又はその求めを受けたにもかかわらず、 

正当な理由がなくて立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定に 

よる質問を受けたにもかかわらず、正当な理由がなくて陳述せず、若しくは虚偽 

の陳述をしたため、同条例第２１条第３号に規定により、 

金       円の過料に処せられることとなります。 

違反行為の日時 年   月   日      時   分 

違反行為の場所 
京都市 

 

違反行為の態様 
 

 

 注 該当する□には、レ印がしてあります。 

（備考） 

 


